
 

◆日時 ︓ 2024 年 7 月 22 日（月）14︓00〜17︓30 

◆参加費︓ 無料 

◆会場︓  聖⼼⼥⼦⼤学４号館/聖⼼グローバルプラザ BE＊hive ワークショップスペース 
住所︓150-8938 東京都渋谷区広尾 4-2-24  
https://kyosei.u-sacred-heart.ac.jp/access/ 

◆講師＆ファシリテーター︓    
近藤牧⼦・中村絵乃（認定 NPO 法人開発教育協会（DEAR）） 
冨田洋史（株式会社クレアン） 

◆内容︓  ①社内浸透におけるポイントと課題の共有 
   ②DEAR の教材を使ったワークショップ体験 
   ③ワークショップからの気づきの共有 

◆対象︓  企業でサステナビリティ浸透を担当する方（サステナビリティ/CSR/ESG/人事部門など） 
 
◆定員︓  16 名（1 社について 2 名様以内でお願い申し上げます。） 
      ※定員になり次第締め切ります。  
      ※同業他社、学生の方のご参加につきましては、誠に恐縮ながらご遠慮願います。 
 
◆共催︓  認定 NPO 法人開発教育協会（DEAR）、株式会社クレアン 
◆協⼒︓  聖⼼⼥⼦⼤学グローバル共生研究所 

◆お問合せ︓セミナー事務局 E ｰ mail/application@cre-en.jp  
◆お申込︓ https://forms.gle/JsU7xSDCXwBc2Mu69 よりお申し込みください 

DEAR＆クレアン共催 

「社会課題の自分事化」を開発教育から考える 

SDGs や ESG 投資をきっかけに企業でのサステナビリティが推進される中、多くの企業が社員の
「自分事化」を最⼤の課題として挙げています。単純に課題について知ってもらうだけではなく、
自分の日々の活動にどう関係しているのかを理解してもらうこと、社会課題解決の共感をひろげる
ことは、どの企業でも非常に難しいテーマです。 
 本セミナーでは、社会課題を「知り・考え・⾏動する」をテーマに⻑年開発教育に関わってきた
専門家である DEAR が開発した教育教材体験を通じ、どのようにすれば「社会課題を自分事化」す
ることができるのかを参加者とともに掘り下げていきます。DEAR やクレアンがこれまで培ってき
た経験をお聞きいただくとともに、社内浸透に課題を感じる担当者様同士の対話・意⾒交換にもな
ればと思います。社内で「自分事化」に取り組み始めた方や新しい視点が欲しい方など、ぜひ奮っ
てご参加ください。 
 

講座概要 



＜講師＆ファシリテーター プロフィール＞ 
近藤 牧⼦ 
認定 NPO 法人開発教育協会 理事・事務局⻑補佐 
 
2015 年より DEAR 評議員、2018 年より理事、副代表理事を経て
2024 年より理事と事務局職員を兼務。開発問題をはじめとする社
会課題を、人が自らの経験に即して学ぶ教育学・成人教育学を専門
とする（博士＜文学＞）。開発教育の調査研究、講座運営、教材作
成、人材研修事業に従事している。 
 
 
 
中村 絵乃 
認定 NPO 法人開発教育協会 理事・事務局⻑ 
 
2000 年より事業担当として DEAR に入職。教育関係者、団体向け
の研修企画運営、教材作成や学校・団体・自治体等の人材育成に携
わる。2008 年より現職。社会的課題を考え、持続可能な社会をつ
くる教育（グローバル教育・地球市⺠教育・開発教育）の実践・研
究を⾏なう。国内の教育課題、開発教育に関わるネットワーク事
業、政策提言活動にも関わる。 
 
 
 
冨田 洋史 
株式会社クレアン 代表取締役 
 
2012 年より、サステナビリティのコンサルタントとしてクレアン
に参画。会計・財務分野のコンサルティング経験も活かして、財務
とサステナビリティの視点を統合した、経営計画・ビジョンの策定
やレポーティング、社内浸透などを⽀援。これまでに、⼤⼿流通、
⼤⼿電機、⼤⼿不動産、⼤⼿⾷品、⼤⼿機械、ほか多数の企業を伴
⾛。また、様々なアクターと協働した⺠間企業の SDGs への取り
組みの普及・推進や、サステナビリティ時代の経営の在り方の研
究・経営者指導にも携わる。 
 

＜認定 NPO 法人開発教育協会（DEAR）＞ 
1982 年設⽴。公正な地球社会の実現をめざし、「知り・考え・⾏動する」開発教育を推進する
NGO。一人ひとりが、ローカルにもグローバルにも積極的な役割を担いつつ、自分らしく生きら
れる主体となることができるように開発教育の開発・普及を⾏っています。 
 
＜株式会社クレアン＞ 
1988 年設⽴。サステナブルな社会を実現することを使命に、経営コンサルティング事業を展開。
2000 年より⼤企業を中⼼にサステナビリティ推進体制の⽴ち上げ、マネジメントの推進、サステ
ナビリティレポート、統合レポートをはじめとした情報開示およびステークホルダーとのコミュ
ニケーション⽀援を一貫して⾏っています。 

 


